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第５章　環境予備調査結果

５－１　環境配慮実施の背景

JICAプロジェクトにおける環境配慮とは「開発プロジェクトにより著しい環境インパクトが生

じるか否かを調査し、その結果を評価し、必要に応じ、環境インパクトを回避又は軽減するよう

な対策を講じることである」と定義されている。JICAが推進する開発は、持続可能なものでなく

てはならず、環境配慮は開発の持続性を確保するための必須の要件である。

バングラデシュ国のような開発途上国における環境配慮実施に際しては、対象国における環境

配慮のための政策、体制が必ずしもよく整備されているわけではない現状を認識しつつ、先方関

係諸機関の問題意識を把握したうえで、十分な協議を重ねていくことが重要である。したがって

環境配慮は、対象国の意向に基づき、生活向上のための持続的な開発の推進と、適切な環境との

調和に役立てることを基本方針として実施されるべきである。

５－２　環境法制度と行政組織の現状

(1) 国の政策

国家レベルの環境政策の方向性を規定した国家環境政策（National Environmental Policy）

をはじめとして以下の政策がある。

 1) 国家環境政策

1992年に制定された国家環境政策（National Environmental Policy 1992）は分野ごとの行

動ガイドラインとともに、バングラデシュ国家の環境施策の枠組みを規定するものである。

この国家環境政策ではその目標として以下をあげている。

・環境保全及び改良により、生態系バランスの維持と国家全体の進歩と発展を図る。

・自然災害からの国土及び国民生活を守る。

・環境を悪化させるすべての活動を特定し、管理統制を図る。

・すべての天然資源の持続可能な利用を図る。

・環境関連の国際的先進機関と積極的な協調を図る。

この国家環境政策では、各産業セクターに対し、以下のような方針を示している。

例えば、工業セクターに対しては以下があげられる。

・生産活動において、環境汚染を引き起こす場合は、そのすべての段階で改善手段を講

じること。

・すべての新しい公営・私営の生産事業に対し、環境影響評価を行うこと。

・環境汚染を引き起こす品物を製造するプラントの設立を禁止し、環境的に健全なプラ
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ントの設置・開発を進めること。 

・原材料の持続可能な利用と浪費の防止に心がけること。 

 

エネルギー･燃料セクターに対しては以下があげられる。 

・環境汚染を引き起こすような燃料の使用を避け、環境的に健全なあるいは環境負荷の

小さい燃料の使用を進めること。 

・燃料として木材や農業廃棄物の使用を避け、代替燃料の使用を進めること。 

・バングラデシュ国に現存する回復可能なエネルギー源を保全すること。 

・エネルギー資源や鉱物資源の採掘に関連するプロジェクトを遂行する前に環境影響評

価を実施すること。 

 

さらに、生態系保全を進める見地から、以下の方針も合わせ示している。 

・野生生物をはじめとして生物多様性の保護、及び生態系保全に関連する研究の推進、

及び関連するエリアの知識の普及と交換を推進すること。 

・湿地帯の保護と開発及び渡り鳥の保護に努めること。 

 

また、行政上の体制として以下があげられる。 

・すべての環境影響評価は環境局（Department of Environment：DOE）が検討し、承認

する。 

 

この国家環境政策を受けて、以下の各政策が制定されている。 

・工業政策1991（Industrial Policy, 1991） 

・工業政策1999（Industrial Policy, 1999） 

・国家水資源政策1998（National Water Policy, 1998） 

・国家エネルギー政策1995（National Energy Policy, 1995） 

・電力政策1995（Power Policy, 1995） 

・私営電力政策（Private Power Policy） 

・石油政策（Petroleum Policy） 

・国家森林政策1994（National Forest Policy, 1994） 

・国家観光政策1992（National Tourism Policy, 1992） 

・国家保健政策1999（National Health Policy, 1999） 
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(2) 行政組織 

環境森林省(Ministry of Environment and Forest：MoEF)は、国家経済政策を決定する国家経

済会議の執行委員会常任メンバーとして、バングラデシュ国の環境政策及び環境関連法に関

するすべての問題に最終責任を負う体制になっており、以下の実施機関、専門機関を監督し

ている。 

・環境局（Department of Environment：DOE） 

・森林局（Department of Forest：DOF） 

・バングラデシュ林業開発公社（Bangladesh Forest Industries Development Corporation：

BFIDC） 

・森林研究所（Bangladesh Forest Research Institute, FRI, and Institute of Forest） 

・農業研究委員会の森林部（Bangladesh Agricultural Research Council：BARI） 

・国立植物博物館（National Herbarium） 

 

図５－１から図５－３にはDOEの組織図、活動内容、人員及び予算を示した。 

 

５－３ 初期環境調査、環境影響評価の実施体制 

初期環境調査と環境影響評価は、日本人専門家の監督の下、ローカルコンサルタントに再委託

して実施する。なお、ローカルコンサルタントへ再委託する際のTORについては、森林環境省及

びJMBAの環境部とよく協議して決定するものとする。 

初期環境調査については、Pre-Ｆ／Ｓにおいて小規模ながら行っている。本格調査における初期

環境調査ではその結果を踏まえながら調査対象を広げ、全体像を捕らえるべく調査を進めるよう

留意しなければならない。 
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５－４ スクリーニング、スコーピング結果 

調査団は、陸上現地踏査をマワ周辺で２回、アリチャ周辺で１回、更に航空機からの上空調査

を両サイトについて１回行った。これら現地踏査及び上空調査やPre-Ｆ／Ｓレポートの初期環境調

査の結果も参考にして、マワ周辺のサイトを前提に、JICAガイドラインの定型フォーマットにプ

ロジェクト概要、プロジェクト立地環境を記入した。また、それらをベースにして、環境要素の

スクリーニング、スコーピングを行った。現地踏査に使用した地図は、フェリー乗り場移設前の

１/50,000地形図のみで、情報量が乏しくあまり役には立たなかった。表５－２から表５－６にプ

ロジェクト概要、プロジェクト立地環境、環境要素のスクリーニング、スコーピングの結果を示

す。 

マワ周辺の集落は大きなものではないが、旧フェリー乗り場を中心として、川沿いにそれなり

の農漁村集落を形成している。旧フェリー乗り場の脇には、レンガ工場が稼働していた。集落の

住民は漁業にも従事しているようではあるが、生活の糧のほとんどは農業から得ているというこ

とであった。村落住民の生活のレベルは、バングラデシュ国の中では平均以上ではないかと思わ

れ、村の子どもは、学校の制服を着ているものも見受けられた。レンガ工場の労働や、フェリー

乗り場周辺での小商い等を生活の足しにしている住民も少なからずいるものと思われた。 

 

Pre-Ｆ／Ｓでは、小規模な初期環境調査における社会経済状況調査の結果として、マワ付近の集

落について以下が述べられている。 

・架橋プロジェクトで影響を受けるのは、左岸側（マワ側）では商工業者が多く、右岸側（マ

ワの対岸側）では農業従事者が多い。 

・右岸側の農業は二期作、三期作を行っているのに対し、左岸側では一期作のみである。 

・左岸側の住民は右岸側の住民より豊かであるらしく、煉瓦製の耐久便所を持つ家の比率が左

岸側で68％であるのに対し、右岸側では22％である。 

・耕作及び魚やエビを獲るために使っている池は左岸側の方が多い。 

・両岸ともに80～85％の住民が飲用水として井戸水を使っている。 

・このあたりの主な農産物は、米、南京豆、野菜、ジュート、唐辛子等である。 

なお、調査団が踏査に訪れたときには、マワの村落内に立派なモスクが建設中であった。 

アリチャフェリーターミナルは、マワフェリーターミナルに比してかなり規模が大きい。また

運航されているフェリーはその過半数が、船体の前後に昇降口のある乗降効率の良いものであり、

船体もマワのフェリーより二回りほど大きいものであった。フェリーの船着場は、確認できただ

けでも５か所あり、１kmくらいの範囲に広がっていた。フェリーターミナル周辺に集まっている

商店街もマワに比して大きく、活気があるように感じられた。 

アリチャにはインドから運ばれてくる牛が数多く見られ、船から下ろした牛をトラックに載せ
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表５－２ プロジェクト概要のフォーマット、道路 
 

項 目 内  容 

プロジェクト名 バングラデシュ国 パドマ橋建設計画調査 

背 景 
パドマ橋の建設により、国土の南西部と中央部が結ばれ、全国的な道
路網が連結することとなる。 

目 的 マワにおけるパドマ川橋梁の建設 

位 置 マワ 

実施機関 Jamuna Multipurpose Bridge Authority, Ministry of Communications 

裨益人口 南西部諸県の人口2,900万人 

計画諸元 
４車線の道路橋、送電線、ガスパイプラインへのリザーブも視野に入
れる。鉄道併用橋の代替案も考慮する。 

計画の種類 新設 

計画道路の性格 一般道路（橋梁部は有料）、農漁村、平地部 

計画年次／交通量 1999年 5,200台／日 

延長／幅員／車線数 橋長６km／幅員17.2ｍ／４車線  

道路構造 盛り土、高架及び橋梁 

付属施設 鉄道、ガスパイプ、送電線、通信線 

その他特記すべき事項  

注：記述は既存資料により分かる範囲内とする。 
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表５－３プロジェクト立地環境のフォーマット（道路） 
 

項 目 内  容 

プロジェクト名 バングラデシュ国 パドマ橋建設計画調査 

地域住民 
（居住者／先住民／計画
に対する意識等） 

川沿いに点在する農漁村の村落住民、計画に対してはおおむ
ね好意的。 

土地利用 
（都市／農村／史跡／景
勝地／病院等） 

農業が主の農漁村。村落部もあり。近くにレンガ工場、モス
ク、学校がある。 

社会 
環境 

経済／交通 
（商業･農漁業・工業団地
／バスターミナル等） 

村落住民の生活は、漁業も行ってはいるもののあくまで農業
が中心の様子。フェリーターミナル周辺での小商い、レンガ
工場での労働に従事しているものもあり。 

地形・地質 
（急傾斜地・軟弱地盤・
湿地／断層等） 

低地、洪水の危険性あり。砂質シルトからシルト質砂の地盤。 
自然 
環境 貴重な動植物 

（自然公園･指定種の生
息域等） 

JMBA及び村民への聴取では特にない。 

苦情の発生状況 
（関心の高い公害等） 

特になし 

公害 対応の状況 
（制度的な対策／補償
等） 

特にないと思われるが不明 

その他特記すべき事項 特になし 
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表５－４　スクリーニングのフォーマット（道路）

環境項目 内　　容 評　定 備　考（根拠）
１ 住民移転 用地占有に伴う移転（居住権、土地

所有権の転換
有･無･不明 小さいながらも農漁業を中心とした

村落共同体を形成している。
２ 経済活動 土地等の生産機会の喪失、社会構造

の変化
有･無･不明 計画地に農地、住宅地、船どまりな

どがある。またレンガ工場もある。
３ 交通・

生活施設
渋滞・事故等既存交通や学校・病院
への影響、舟運等既存交通への影響

有･無･不明 フェリー交通は影響を受ける。近く
にモスク､学校はあるが、病院は不明

４ 地域分断 交通の阻害による地域社会の分断 有･無･不明 計画道路が村を分断する可能性が高
い。

５ 遺跡・
文化財

寺院仏閣・埋蔵文化財等の損失や価
値の減少

有･無･不明 モスクがあるが、計画地に入るかど
うかは微妙。

６ 水利権・
入会権

漁業権､水利権、山林入会権等の阻
害

有･無･不明 特に建設中には漁業に影響が出ると
思われるが、権利関係は不明

７ 保健衛生 ゴミや衛生害虫の発生等衛生環境の
悪化

有･無･不明 ゴミ等の発生はない。

８ 廃棄物 建設廃材･残土･一般廃棄物等の発生 有･無･不明 建設廃材、残土等の発生は考えられ
る。

社会環境

９ 災害
(リスク)

地盤崩壊･落盤、事故等危険性の増
大

有･無･不明 洪水の発生、川岸の侵食に影響が出
る可能性がある。

10 地形・地質 掘削・盛土等による価値のある地
形・地質の改変

有･無･不明 川の護岸工事で川岸の位置等が変わ
る可能性あり。

11 土壌浸食 土地造成・森林伐採後の雨水による
表土流出

有･無･不明 川岸の侵食、土砂の堆積等の可能性
あり。

12 地下水 掘削に伴う排水等による涸渇、過剰
揚水や涵養能力の低下による涸渇、
浸出水による汚染

有･無･不明 地下水揚水はないと思われる。

13 湖沼・
河川流況

埋め立て、排水の流入、放水路によ
る流量、流速、河床の変化

有･無･不明 河川に橋脚が立つので、流路、流速、
河床の侵食に変化が生じる可能性が
ある。

14 海岸・海域 埋め立て、沿岸漂砂の変化、海況の
変化による海岸侵食や堆積

有･無･不明 海岸地域ではない。

15 動植物 生息条件の変化による繁殖阻害、種
の絶滅

有･無･不明 野生動植物の生息地域ではない。

16 気象 大規模造成や建築物による気温、風
況等の変化

有･無･不明 気象変化を引き起こす行為はない。

自然環境

17 景観 造成による地形変化、構造物による
調和の阻害

有･無･不明 景観阻害を引き起こすおそれは少な
い。

18 大気汚染 車両や工場からの排出ガス、有害ガ
スによる汚染

有･無･不明 供用開始後に自動車排気ガスによる
大気汚染が考えられる。

19 水質汚濁 土砂や工場排水の流入、水量の減少
による水質の汚濁

有･無･不明 重大な水質汚濁を引き起こすような
行為はないが、建設中に若干の水質
汚濁の可能性がある。

20 土壌汚染 粉じん、農薬、アスファルト乳剤等
による汚染、排水・有害物質等の流
出・拡散等による汚染

有･無･不明 土壌汚染物質の発生はない。

21 騒音・振動 車両の走行、ポンプの稼働等による
騒音･振動の発生

有･無･不明 自動車騒音、振動の影響はある。

22 地盤沈下 地盤変状や地下水位低下に伴う地表
面の沈下

有･無･不明 地下水揚水はないと思われる。

公　害

23 悪臭 排気ガス・悪臭物質の発生 有･無･不明 悪臭の発生要因はない。
総合評価：IEEあるいは EIAの実施が必要となる

開発プロジェクトか
要・不要 影響の考えられる項目が複数ある。
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表５－５ スコーピングチェックリスト 
 

環境項目 評定 根  拠 

１ 住民移転 Ａ 計画路線が農漁村の中を通る。 

２ 経済活動 Ｂ 計画路線は農地、住宅地及びレンガ工場を通る。 

３ 交通･生活施設 Ｂ 計画路線が学校の近くを通過するおそれあり。 

４ 地域分断 Ｂ アプローチ部が村を分断する可能性あり。 

５ 遺跡・文化財 Ｃ 計画路線がモスク近くを通過する可能性がある。 

６ 水利権･入会権 Ｃ 漁業に影響があるものと考えられるが漁業権については不明。 

７ 保健衛生 Ｄ 保健衛生状況は悪化しない。 

８ 廃棄物 Ｂ 建設廃材の発生が考えられる。 

社会環境 

９ 災害(リスク) Ｃ 洪水の発生、川岸の侵食に影響が出るかもしれない。 

10 地形・地質 Ａ 川岸の位置が変わるおそれがある。 

11 土壌浸食 Ａ 川岸で侵食、土砂の堆積が起こる可能性あり。 

12 地下水 Ｄ 地下掘削はなく、地下水への影響はない。 

13 湖沼・河川流況 Ａ 河川中に橋脚が立つので流況が変化するおそれがある。 

14 海岸・海域 Ｄ 海岸・海域ではない。 

15 動植物 Ｄ 貴重な動植物の生息地は存在しない。 

16 気 象 Ｄ 気象への影響は考えられない。 

自然環境 

17 景 観 Ｄ 景観阻害を起こすおそれはない。 

18 大気汚染 Ａ 供用後の通過交通による排気ガスにより､影響が出る可能性がある。 

19 水質汚濁 Ｂ 工事中にのみ水質汚濁の可能性がある。 

20 土壌汚染 Ｄ 土壌汚染物質の使用、発生はない。 

21 騒音・振動 Ｂ 供用後の通過交通による騒音振動の影響は若干出る可能性がある｡ 

22 地盤沈下 Ｄ 地下水の汲み上げはない。 

公 害 

23 悪 臭 Ｄ 悪臭の発生はない。 
 

注１：評定の区分 

Ａ：重大なインパクトが見込まれる。 

Ｂ：多少のインパクトが見込まれる。 

Ｃ：不明（検討をする必要はあり、調査が進むにつれて明らかになる場合も十分に考慮に入れておくも

のとする。 

Ｄ：ほとんどインパクトは考えられないためIEEあるいはEIAの対象としない。 

注２：評定にあたっては、該当する項目別解説書を参照し、判断の参考とすること。 
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表５－６ 総合評価 
 

環境項目 評定 今後の調査方針 備 考 

１．住民移転 Ａ 移転対象地域の現況調査、移転候補地の現況調査  

10．地形・地質 Ａ 過去の流路の変遷を調査、河道変動のシミュレーション  

11．土壌侵食 Ａ 河岸侵食のシミュレーション  

13．湖沼･河川流 Ａ 流況のシミュレーション  

18．大気汚染 Ａ 大気の現況調査、大気汚染予測  

２．経済活動 Ｂ レンガ工場現況調査、農地・住宅地の現況調査、世帯収入の調査  

３．交通・生活施設 Ｂ 学校・病院等、生活施設の分布調査、現況調査  

４．地域分断 Ｂ コミュニティーの分布調査  

８．廃棄物 Ｂ 廃棄物の種類、量の予測  

19．水質汚濁 Ｂ 水質の現況調査、汚濁予測  

21．騒音・振動 Ｂ 騒音・振動の現況調査、騒音･振動の予測  

５．遺跡・文化財 Ｃ 計画路線近傍の宗教施設、遺跡･文化財の現況調査  

６．水利権・入会権 Ｃ 漁業権の実情調査  

９．災害（リスク） Ｃ 洪水のシミュレーション  
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る前に休憩させるための広場が、船着場に隣接して２か所もあった。また、港に隣接してコンク

リートの電柱を作る大きな工場があり、実際に稼働していた。その工場は川に製品積み出しのた

めの専用ジェティを建設していたようであるが、我々が踏査したときには既に壊れていた。我々

が踏査したときには、船着場のすぐ先の川を航路確保のため、浚渫していた。また、船着場のあ

る川岸が侵食されており、くい打ちとサンドバッグにて護岸工事が行われていた。フェリーター

ミナル背後の集落はマワのものに比して大きいと見受けられたが、その住民の生活形態等を確認

することはできなかった。 

 

参考文献 

JICA（1998）バングラデシュ国ルプシャ橋建設計画調査（フェーズ１）事前調査報告書、平成

10年４月、国際協力事業団 

F. H. Khan (2000)“Geology of Bangladesh”, The University Press Limited 

H. E. Rashid (1991)“Geography of Bangladesh”, Second Edition, The University Press Limited 

R. K. Chowdhury et al (1991)“Hand Book Environmental Procedures and Guidelines”, Environment 

and Development Alliance (EDA)  
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第６章 本格調査への提言 
 

６－１ 調査の基本方針 

(1) 調査の背景 

バングラデシュ国の国土は大河川により４地域（東部、北央部、北西部、南西部）に分割

されており、国内道路交通網も各地域と首都ダッカのある北央部とを結ぶ形で発達してきた。

これらの地域を結ぶ道路幹線網のうち、北央部と北西部、北西部と南西部及び北央部と東部

を結ぶ渡河橋梁は順次整備されてきているが、北央部と南西部を結ぶ道路はいまだパドマ川

で分断されている。北央部と南西部を結ぶ幹線国道である国道７号線、８号線はともにフェ

リーによる渡河に頼っており、このパドマ川による道路の分断はバングラデシュ南西部の道

路交通網構築のネックとなっている。バングラデシュ南西部には、第３の都市クルナや第２

の海港モングラ港があり、道路網整備の遅れは南西部だけでなく、バングラデシュ国全体に

おける社会・経済発展の阻害要因となっている。 

また、バングラデシュ国の南北を縦断するアジアハイウェイA-１はダッカを通りインド国

カルカッタ市につながる対インド貿易の重要な道路である。国道８号線のダッカからパドマ

川を渡りバンガに至る区間は、このアジアハイウェイA-１を構成する道路で、アジア開発銀

行（ADB）の支援の基に1999年より改良・拡幅工事が行われているが、パドマ川の架橋は含

まれておらず、道路網整備の課題解決には至っていない。 

上記の背景から、1998年バングラデシュ国政府は、国道８号線の渡河地点（マワ付近）の

パドマ川に架かる橋梁建設計画策定に係る協力を我が国に対し要請してきた。2001年、我が

国は調査を円滑に実施するため事前調査団を派遣した。要請書における橋梁計画案は道路、

鉄道及び公共物添架を含む多目的橋梁であったが、鉄道網の将来計画が定かでないため、調

査は道路橋（公共物添架を含む）として実施することで合意し、Ｓ／Ｗを署名・交換した。 

 

(2) 調査の目的 

本調査はバングラデシュ国政府の要請に基づき、以下を目的とする。 

 1) ダッカ－クルナ間のパドマ川において建設予定の橋梁（以下、「パドマ橋」と記す）の

Ｆ／Ｓ調査を実施すること 

 2) 調査の実施を通じて、バングラデシュ側Ｃ／Ｐへの技術移転を行うこと 

 

６－２ 調査対象範囲 

アリチャ－マワ間のパドマ川周辺地域を調査対象地域とする。ただし､パドマ橋建設に伴う広域的

な社会経済的インパクトの検討は、インド､ネパール､ブータン､ミャンマーも調査対象地域とする｡ 
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６－３ 調査項目とその内容、範囲 

本件調査の内容は、次のとおりとする。 

なお、本件調査にあたっては、バングラデシュ国側への技術移転に配慮することとし、調査業

務の計画・実施はＣ／Ｐと十分な協議、打合せを基に行うこととする。 

また、調査において使用される各種のデータ及び、その手法が調査終了後にバングラデシュ国

側で活用可能となるように調査方法を工夫するとともに、調査期間中の技術移転のために必要と

なるプログラムを調査工程に含めることとする。 

 

(1) 関連データ・情報の収集及びレビュー 

下記の項目について、関係諸機関(Ｃ／Ｐ機関のみではなく、バングラデシュ国政府機関や

民間会社等も含む) に働きかけ、既存資料･データ･図面･情報の収集･分析を行う。 

 1) 社会・経済・産業関連資料 

社会・経済フレームワークを策定するために必要なバングラデシュ国の社会・経済資料

（人口、GDP、貿易、産業構造、投資配分、自動車登録台数等）を調査する。 

 2) 関連開発計画及びレポート 

既存の交通計画、道路計画、土地利用計画等の関連開発計画をレビューする。また、バ

ングラデシュ国又は他のドナーが実施した、あるいは実施中の関連調査結果等のレビュー

を行う。 

 3) 財務資料 

道路予算、財源、外国からの資金援助等の財務資料 

 4) パドマ橋関連組織の現況把握 

パドマ橋建設計画及び維持管理計画の検討のため、組織の構成、意思決定方法、責任体

制、予算等を調査する。 

 5) 道路整備計画 

パドマ橋建設の効果促進に寄与する道路整備を検討するため、バングラデシュ国の全土

における道路整備状況につき整備完了、実施中及び将来の整備が見込まれる道路を含め調

査する。 

 6) 交通関連資料 

南西地域と他の地域間の道路、鉄道、フェリー内陸水運による旅客及び貨物交通量のデ

ータを収集・分析する。 

 7) 周辺諸国との交易資料 

インド、ネパール、ブータン及びミャンマー等の周辺諸国との交易の現状と国境通過交

通量。 
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8) 道路、鉄道、橋梁に関する資料 

下記の項目に関する基礎データを収集し、分析する。 

・設計基準等の技術資料 

・主要河川に架かる（建設中を含む）橋梁の設計、施工及び維持管理に関する資料 

 9) 設計単価（材料・労務・機械の国内／輸入市場及び経済価格、国外調達先、調達可能量、

国内輸送費等）に関する資料 

10) 自然・環境条件 

・自然条件（土質・地質、測量、水文、気象、地震等）に関する資料 

・環境に対する法律、規制及び環境基準等に関する資料 

11) 住民移転・用地買収等に対する法律、事例に関する資料 

12) その他関連するデータ・情報 

必要に応じその他関連するデータ・情報を収集・分析する。 

 

(2) 現況交通調査・分析 

 1) 既存交通調査の分析 

既存交通データを用いて交通現況を把握するとともに補足交通調査の実施資料とする。 

 2) 補足交通調査 

ダッカのある北東地域とクルナのある南西地域間の現況交通状況を把握するとともに、

将来交通量推計モデル構築資料にするため、パドマ川をスクリーンラインとした交通調査

を実施する。また、南西地域はクルナ市を中心とするゾーンと、バリサル市を中心とする

ゾーンに大別されるため、両ゾーンへの交通を調査する。 

 a) 断面交通量調査 

① 断面交通量調査を実施し、以下の内容を把握する。 

・上下線車種別交通量 

・大型車混入率 

② 観測地点 

アリチャ及びマワのフェリー渡河地点、ファリドプル・ジャンクション、タケルハ

ット・ジャンクションの計４地点において24時間、３日間実施する。 

 b) 路側OD調査 

アリチャ及びマワのフェリー渡河２地点において24時間、３日間実施し、以下の内容

を把握する。 

・車種別OD 

・車種別乗車人員 
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・貨物OD 

・貨物積載量 

 c) ダッカ市サダルハット港での交通量調査 

サダルハット港と南西地域間を往来するフェリーの南西地域の発着港別乗客数と、便

数について24時間、３日間実施する。 

 

(3) 需要予測（目標年次2025年） 

1) 周辺国家を含んだゾーニングと社会経済フレームの設定 

2) 現在の旅客及び貨物のOD表の作成 

3) 道路、鉄道、内陸水運等の各交通モードの機関分担を分析する。 

4) 将来OD表の作成 

5) 交通量配分（将来の旅客及び貨物量の配分を予測する） 

6) 橋梁の交通量の予測（パドマ橋を通過すると想定される旅客及び貨物の交通量を予測す

る） 

7) 周辺諸国のインド、ネパール、ブータン、ミャンマーとの国境通過交通の予測 

 

(4) 架橋位置と線形の検討 

過去の河岸線の移動履歴と河岸侵食速度等のデータから河道の安定性を調査し、設計耐用

年数である100年間、十分にその機能を供用できる架橋地点を検討する。さらに、河道の安定

性の調査結果に基づく複数の線形代替案を検討し、最適な架橋位置を選定する。検討対象渡

河地点は、最初に主として河川･水文の条件、及び道路網整備計画との関連から最初に２地点

に絞るものとする。この２地点に対して行われる自然条件、環境、交通調査結果を踏まえ、

概略橋梁形式、護岸工、施工計画等を検討し、建設コスト、社会経済分析結果を基に、総合

的に最適な架橋位置の提案を行う。 

 

(5) パドマ橋への接続道路計画 

調査対象地域の既存道路及び道路計画を調査し、最適な接続道路計画を検討する。 

 

(6) 自然条件調査１ 

検討対象渡河地点を２か所に絞り込み、それぞれに対して測量、土質･地質調査を行う。 

 1) 測 量 

 a) ベンチマークの設置 

GPSを用い、両渡河地点とも、パドマ川両岸に１か所ずつベンチマークを設置し、SOB
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基準点とリンクさせる｡ 

 b) 中心線及び縦断測量 

路線中心線及び縦断測量を行う。縦断測量については、陸上部は水準測量、河川部は

深浅測量を行う。 

 2) 土質・地質調査 

 a) ボーリング調査 

両渡河地点とも、パドマ川両岸で以下のボーリング調査を行い、室内土質試験もとも

に行う。 

・アバットメント位置を念頭に120ｍ程度の深度まで１本ずつ 

・取り付け盛り土を念頭に40ｍ程度の深度まで１本ずつ 

・橋梁予定地点からやや離れた地点（２km以内）で、ハードポイントとなる可能性の

ある場所をねらい40ｍ程度の深度まで２本ずつ 

 3) 水文調査 

調査対象地域のパドマ川の流速、流量、河床変動、年間水位、洗掘、河岸侵食等のデー

タの収集・分析を行い、最適渡河地点選定の資料とする。 

 

(7) 初期環境調査 

 1) 初期環境影響調査（IEE） 

架橋予定地点において影響の見込まれる環境項目について現況調査を行い、初期環境調

査を実施する。 

 2) 初期社会影響調査（ISIE） 

家屋・住民移転、民間水運業者への影響、フェリー利用者への影響、農地の減少等、本

プロジェクトにより影響を受けると想定される項目について現況調査を行い、初期社会環

境調査を行う。 

 

(8) 公共添架物の検討 

パドマ橋に添加されるガスパイプライン、送電線、通信線等につき将来計画を含め調査し、

橋梁の設計に考慮すべき重量、専有空間及び添架方法を検討する。 

 

(9) 設計基準の設定 

バングラデシュ国側の現地基準やニーズを踏まえて設計基準を設定する。また、航路の位

置、ナビゲーションクリアランス、洗掘・侵食等に関する技術的条件を設定する。 
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(10) 自然条件調査２ 

１か所に絞った最適渡河地点において、測量、土質･地質調査、水文調査を行う。 

 1) 測 量 

 a) 中心線及び縦断測量 

路線中心線を出し、中心線上の地盤標高を50ｍごとに測定する。 

 b) 路線沿いの現況・地形測量 

路線沿いに幅100ｍで現況・地形測量を行う。 

 c) 路線横断測量 

路線横断面を中心線上50ｍごとに測定し、横断図を作成する。 

 d) 川岸の現況・地形測量 

渡河地点から上下流方向にそれぞれ４kmにわたり、幅200ｍで川岸の現況・地形測量

を行う。 

 e) 川岸の横断図作成 

渡河地点から上下流方向にそれぞれ４kmの区間で、川岸の横断面を100ｍごとに作成

する。作成にあたっては、上記の川岸の現況・地形測量及び後述する河川部の深浅測量

の結果を使い、陸上側200ｍ、川側200ｍの範囲をカバーするものとする。 

 f) 深浅測量 

渡河地点から上下流それぞれ４kmの区間で行う。水深の測定にあたっては、水位標を

設けて、標高とのキャリブレーションを常に行うものとする。 

 2) 土質・地質調査 

 a) ボーリング調査 

最適渡河地点候補地において以下のボーリング調査、室内土質試験を行う。 

・アバットメントと中洲における橋脚を念頭に深度120ｍ程度までのボーリングを計４

か所 

・取り付け盛り土、高架部を念頭に深度40ｍ程度までのボーリングを計８か所 

・護岸工事、ハードポイント候補地を念頭に深度40ｍ程度までのボーリングを計８か

所 

・盛り土材用土質試験  

 3) 水文調査 

 a) 流速測定 

架橋予定地点の上流と下流で各１断面、合計２断面で行う。測定は雨期に２回、乾期

に２回（満潮時、干潮時）行うものとする。測定は、流速計かADCPを用いて行い、河

川断面、水位のデータとともに検討し、水量を求める。  
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(11) 構造形式の比較検討 

複数の構造形式代替案について予備的設計を行い、施工性、維持管理性、経済性等を考慮

し、最適な構造形式を選定する。 

 

(12) 概略設計 

橋梁、接続道路、河川改修、護岸等の概略設計を行う。概略設計図は、事業費概略積算に

必要なすべての図面を作成する。また、用地取得と移転補償費算出のため、用地取得図（永

久占用）を作成する。 

 

(13) 施工計画の検討 

概略設計を基に資材計画、施工方法、施工機械・設備、架設工、及び工事工程の概略施工

計画を策定する。また、架設占用面積の算出のための用地取得図を作成する。 

 

(14) 環境影響評価（EIA） 

IEEにて特定された社会環境・自然環境要因について、調査・測定し、結果を分析する。 

・社会環境影響 

・自然環境影響 

・住民移転計画の作成 

・環境管理計画の作成 

 

(15) 維持管理計画、運営計画の検討 

維持管理項目を選定し、項目ごとに頻度・内容を整理した維持管理計画を作成する。運営

組織、要員数を設定する。 

 

(16) 事業費の概略積算 

事業費概略積算には以下の費目を含める。 

 ・建設工事費 

 ・設計監理費（入札手続き、工事管理等） 

 ・用地取得費及び移転補償費、税金、予備費 

 

(17) 経済分析・財務分析 

・国内及び周辺国を含んだ社会経済インパクト分析 

・経済評価（国内及び周辺国を含んだ社会経済インパクト分析結果を考慮） 



－60－

・料金体系の検討 

・資金調達方法の検討 

・民間セクター参入に係る検討 

・国家財政への影響の検討 

 

(18) 事業実施計画の検討 

事業実施に向けてバングラデシュ国政府が今後、検討すべき事項について明確にする。 

 

(19) 道路・鉄道併用橋の可能性の検討 

道路橋の概略設計を基に、パドマ川渡河部分の構造（橋梁部）のみ単線の鉄道（軌間

1,676mm）が載荷する道路・鉄道併用橋について検討する。概略設計では、橋梁部に鉄道単

線及び道路が載荷した場合の橋梁の断面構成を決定し、構造（上下部工）の安定計算を行う。

概算積算は、橋梁部について道路・鉄道併用橋の建設費、アプローチ部は道路のみの建設費

を用いて算出し、経済・財務分析を実施する。 

 

(20) 総合評価及び提言 

事業実施計画、維持管理・運営計画、環境影響、住民移転等の社会影響を総合し、プロジ

ェクトに対する総合的な評価を行う。 
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６－４ 調査スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

IC/R： Inception Report 

PR/R-１： Progress Report１ 

IT/R： Interim Report 

PR/R-２： Progress Report２ 

DF/R： Draft Final Report 

F/R： Final Report 

図6-5-1　調査実施スケジュール
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

現　　地
国　　内

1
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3
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5
6
7

8
9

10
11

12

13

14
15

16

17
18

19
20
21
22

23
24
25
26
27
28

29

30

31

インセプションレポートの説明・協議

関連資料･情報の収集･分析
調査の基本方針、方法、工程、手順等の検討

〔１〕 国内準備作業

インセプションレポートの作成

〔２〕 第１次現地調査
インセプションレポートの説明・協議
関連データ･情報の収集及びレビュー
現況交通調査･分析
交通調査 （再委託）
需要予測
架橋位置と線形の検討
パドマ橋への接続道路計画
自然条件調査
測量 （再委託）
土質調査 （再委託）
水文調査、分析 （再委託）

初期環境調査
IEE （再委託）
公共添架物の検討

〔３〕 第１次国内作業
インテリムレポートの作成
インテリムレポートの説明･協議

〔４〕 第２次現地調査
インテリムレポートの説明･協議

構造形式の比較検討
概略設計
施工計画の検討

設計基準の設定
自然条件調査
測量 （再委託）
土質調査 （再委託）

ファイナルレポートの作成

経済分析・財務分析
事業実施計画の検討
道路･鉄道併用橋の可能性の検討

ドラフトファイナルレポートの作成

ドラフトファイナルレポートの説明･協議
〔８〕 第３次国内作業

水文調査 Phase ２（再委託）

〔６〕 第２次国内作業

〔７〕 第４次現地調査

総合評価及び提言

環境影響評価
EIA （再委託）
維持管理計画、運営計画の検討
事業費の概略積算

水文調査 （再委託）

〔５〕 第３次現地調査

F/RDF/RPR/R-2IT/RPR/R-1IC/R
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６－５ 調査実施上の留意点 

(1) パドマ橋の主機能 

パドマ橋は道路橋として調査・計画されるものの、将来の接続鉄道整備を整備を考慮して、

道路橋としての調査・計画終了後に、鉄道利用の可能性の検討を実施する（鉄道が利用でき

る空間を確保した断面形状にて、列車荷重を考慮した構造計算及び橋梁のコスト積算を行い、

経済・財務評価を実施する）。 

 

(2) パドマ橋の架橋地点選定 

 1) 事前調査にて入手した既存データでは、マワはパドマ橋架橋地点のひとつの候補だと考

えられるものの、現時点でマワを最適地点だと結論づけることはできない。 

 2) パドマ橋の設計耐用年数である100年の間、十分にその機能を供用できるよう､架橋地点

は慎重に検討がなされるべきである。 

 3) 架橋位置選定手法については、現地調査報告を参考とする。 

 

(3) パドマ橋の社会経済インパクト 

ジャムナ橋建設時には、住民移転計画の移転世帯数が実際にはかなり膨れ上がったことを

考慮し、本格調査では慎重な検討が必要である。 

 

６－６ 調査実施体制 

(1) ステアリングコミッティ 

ステアリングコミッティは、大蔵省経済協力局（ERD）、計画委員会、運輸省ジャムナ多目

的橋公団（JMBA）、運輸省道路局（RHD）、バングラデシュ国鉄（BR）、バングラデシュ水資

源開発委員会（BWDB）等で組織する。 

 

(2) Ｃ／Ｐ人員 

Ｃ／Ｐ人員は、道路技術者、橋梁技術者、鉄道技術者、河川技術者、地質技術者、運輸経済

専門家、社会開発専門家、環境専門家、地域開発専門家、財政専門家、積算専門家から構成

される。 



 

 

 

 

 

付 属 資 料 
 
 
 

１．要請書 

２．対処方針 

３．JICA Team’s Strategy for Feasibility Study of Padma Bridge 

４．Ｓ／Ｗ、Ｍ／Ｍ 

５．Ｑ／Ｎ 

６．収集資料リスト 
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